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「留学生のための経済の基礎的専門語」習得に関する一考察
――大学入学直後の日本人学生と中国人留学生を比較して――
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1．はじめに

　小宮（2014a）は、経済分野を扱う教科書（公民、

現代社会、政治経済）の索引を資料とし、「学部入学

前の習得が期待されている経済の基礎的専門語の学

習語彙」として「留学生のための経済の基礎的専門

語」を抽出した。更に、小宮（2014b）では、経済

学部の専門基礎科目の教科書を資料とし、「留学生の

ための経済の基礎的専門語」の使用状況が調査され、

その有効性が証明されている。これにより、経済学

部入学前に留学生が学んでおくべき語彙は明らかに

なったが、留学生が受けた母国での中等教育の内容

が日本とは異なること１）、日本の大学の入学試験も

大学により多様であること２）から、留学生が経済学

部入学前に必ずこれらの基礎的専門語を習得する機

会を得たとは考えにくい。入学後、留学生が日本人

学生と共に学ぶことを考えると、留学生も日本人学

生と同じ程度、経済学を学ぶためのレディネス３）を

整えておく必要があると考えられる。一方、日本人

学生は、日本語を母語とし、日本で中等教育を受け

ていることから、留学生より「留学生のための経済

の基礎的専門語」を習得していると考えられるが、

日本人学生の場合においても、高校における科目の

選択４）、センター試験をはじめとする大学入試のた

めの科目の選択により、経済分野の学習には差が生

じていると考えられ、全ての日本人学生が十分に「留

学生のための経済の基礎的専門語」を習得している

とは考えにくい。これらのことから、本研究では、

経済学部入学直後の留学生がどの程度「留学生のた

めの経済の基礎的専門語」を習得しているのか、日

本人学生と比較すると習得状況にどのような差があ

るのかを明らかにする。そして、その結果から、経

済学部で学ぶ学生の初年次教育や留学生の初年次日

本語教育における経済用語の学習法、指導法を考案

したい。

2．調査の方法

2−1  対象者

　調査対象校は、日本人の受験生向けの難易度ラン

キングで中程度とされ、留学生入試に「総合科目」

の受験を課さず、日本人学生のセンター試験におい

ても経済関連科目の受験を必須としていない大学の

経済学部である。

　日本の大学において国別留学生数が最も多いのは

中国人留学生である。調査対象校においても、留学

生の中では中国人が最も多い。調査を行った 2015年

4月時点で、入学間もない中国人留学生（1年生）10

名、および日本人学生（1年生）30名、計 40名を対

象者とした。中国人留学生のうち、日本語能力試験

N1５）合格者は 8名、これに合格してはいないものの

同程度の日本語能力をもつ者は 2名であった。
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2−2  調査項目

　調査項目は、表⊖1に示した小宮（2014a）の「留

学生のための経済の基礎的専門語（全 318語）」に

おける語句の読みおよび理解度とした。調査紙では、

五十音順に示された「留学生のための経済の基礎的

専門語」を無作為に並べ替えた。

　語句の読みは、漢字を用いた 278語について、読

み方を平仮名でつけることとした。また、理解度は、

「よくわかる（7点）」から「全くわからない（1点）」

までの 7段階のリッカート法で自己評価することと

した。

2−3  分析方法

　漢字を用いた 278語における読みの正答率は、各

人の平均値を集計し、日本人学生および中国人留学

生別に平均±標準偏差（SD）で示した。両群間の差

の検定には、対応のない t検定を用いた。有意水準

は 5％未満とした。

　漢字を用いた 278語における読みの誤答は、日本

人学生および中国人留学生別に示した。

　「留学生のための経済の基礎的専門語（全 318語）」

の理解度は、全ての語における各人の平均値を集計

し、日本人学生および中国人留学生別に平均±標準

偏差で示した。両群間の差の検定には、対応のない t

検定を用いた。

　また、日本人学生および中国人留学生別に読みの

正答率と理解度との相関関係について明らかにする

ために、ピアソンの相関係数を算出した。

3．調査の結果と考察

3−1  「留学生のための経済の基礎的専門語」の読みに

関して

　「留学生のための経済の基礎的専門語」の漢字を用

いた語に調査協力者が読み仮名をつけたものの分析

を行った。資料⊖1に日本人学生の正答率と誤答の一

覧を、資料⊖2に中国人留学生の正答率と誤答の一覧

を示す。日本人学生も中国人留学生も、ほぼ全項目

に回答をした（無回答率はそれぞれ 1％、4％）。

　日本人学生と中国人留学生の読みの正答率と標準

偏差（SD）は図⊖1に示した。正答率は、日本人学生

96.1％（SD＝ 3.14）、中国人留学生 69.9％（SD ＝

14.10）であった。両群間の正答率について、対応の

ない t検定により検討したところ、有意な差（t（38）

＝ 9.27, p<.001）が認められ、中国人留学生に比べ日

本人学生の読みの正答率が高かった。全員が正答で

あった語数は日本人学生が 133語であったのに対し、

中国人留学生は 48語と、2倍以上であった。

　日本人学生の誤答の多くは単なる書き間違いと思

われるものであったが、その中でも、誤答が多かっ

たもの（正答率 80％未満）は６）、「7か国・財務相中

央銀行総裁会議」の「ざいむしょう」（正答率 43％）、

「特別引出権」の「ひきだし」（正答率 57％）、「斡旋」

（正答率 70％）、「公定歩合」、「公定歩合操作」の「ぶ

あい」（正答率 73％）であった。これらに関しては、

中国人留学生の場合においても、「7か国・財務相中

央銀行総裁会議」（正答率 40％）、「特別引出権」（正

答率 40％）、「斡旋」（正答率 40％）、「公定歩合」（正

答率 30％）、「公定歩合操作」（正答率 40％）となっ

ており、正答率は高くない。また、日本人学生では

全員誤答であった語は見られなかったが、中国人留

学生では「価格の下方硬直性」が全員誤答であった。

さらに、「合併・買収」、「石油危機」、「石油輸出国

機構」、「男女雇用機会均等法」、「新潟水俣病」、「持

株会社」、「四日市ぜんそく」の 7語で中国人留学生

の正答率が 10％であった。中国人留学生の正答率が

低い語とその誤答の傾向としては、その多くが長音、

促音、濁音、半濁音に関するものであること、地名

や病名などの固有名詞に誤答が見られることが挙げ

られる。中国語母語話者の長音、促音の習得の困難

さに関しては宮岡（2005）等で、濁音、半濁音に関

しては、池田（2014）等でも指摘があり、経済の基

礎的専門語に限ったことではなく、中国人学習者特

有の傾向であると言える。大学での学習を考えると、

ゼミ等で長音、促音、濁音、半濁音の含まれる「経

図―1　日本人学生と中国人留学生の読みの平均正答率と標準偏差 
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済の基礎的専門語」を口頭で産出する場合、聞き手

に聞き取りにくさを感じさせる可能性があることや

レポートを PCで作成しようとする際に変換がうま

くできずに困難が生じること等が推測でき、専門の

学習が本格化する前に、矯正しておきたいところで

ある。それに加え、大学の日本語教育において、専

門語を扱う際には、正しく習得がなされるよう留意

する必要がある。

　さらに、中国人留学生の正答率の低い語の中には、

一般的なメディアで取り上げられる機会の多いもの

と少ないものが混在している。例えば、「男女雇用機

会均等法」はメディアでも多く取り上げられる。ニ

ュースの視聴等を通して、語に触れる機会を増やす

ことで、読みの習得を促すのも有効であろう。しか

し、その一方、「価格の下方硬直性」のようなメディ

アでは触れられる機会の少ない語で、尚且つ、大学

ではマクロ・ミクロ経済学で用いられる重要な語も

ある。このような語に関しては、特に大学の初年次

教育の中での支援も不可欠となる。

　漢字の読みの誤答の多い専門語に関しては、中国

人留学生だけでなく、日本人学生に対しても、初年

次の段階で正しく習得させておくことがその後の経

済学の学習のためにも有益であると考えられる。

3−2  「留学生のための経済の基礎的専門語」の理解度

に関して

　「留学生のための経済の基礎的専門語」について

「よくわかる」から「全くわからない」までの 7段階

で自己評価した結果（以下、「理解度」とする）を資

料⊖3に、日本人学生と中国人留学生の理解度の平均

値と標準偏差を図⊖2に示す。日本人学生の理解度の

平均は 4.58（SD＝ 0.87）、中国人留学生の理解度の

平均は 4.7（SD＝ 1.09）であった。日本人学生と中

国人留学生の間の平均理解度を両側検定の t検定に

より検討した結果、理解度に差はみられなかった（t 

（38）＝ 0.34, n.s.）。

　また、「基礎的専門語」の漢字の読みと理解度の相

関関係を検討したところ、日本人学生、中国人留学

生ともに相関関係はみられなかった（中国人留学生

では r＝ 0.04, n.s.；日本人学生では r＝ 0.48, n.s.）。

つまり、漢字の読みの正答率と理解度の高さ、また

は低さは相互に影響がないことが明らかになった。

　中国人留学生にとって、理解度の特に高かった

語（M＝ 6.5以上）は、「貨幣（M＝ 6.6）」、「過労

死（M ＝ 6.6）」、「所得（M ＝ 6.6）」、「円高（M ＝

6.5）」、「円安（M ＝ 6.5）」、「少子高齢社会（M ＝

6.5）」、「銀行（M＝ 6.5）」の 7語であった。全て漢

字で成り立っている語であり、中国語でも同様の表

記がなされるものやそれに近いもの、日本語を多少

勉強していれば漢字から意味を理解するのが容易な

語であった。また、資料⊖3から、これらの語は、日

本人学生にとっても同様に理解度が高いことがわか

る。

　次に、中国人留学生で特に理解度の低い専門語（M

＝ 1.5以下）に着目してみると、理解度の低い専門

語は、「ウルグアイ・ラウンド（M＝ 0.9）」、「ファ

ンダメンタルズ（M＝ 0.9）」、「フィスカル・ポリシ

ー（M＝ 0.9）」、「コーポレート・ガバナンス（M＝

1.0）」、「ペレストロイカ（M＝ 1.0）」、「ビルトイン

・スタビライザー（M＝ 1.1）」、「ディスクロージャ

ー（M＝ 1.1）」、「フロー（M＝ 1.3）」、「ポリシー・

ミックス（M＝ 1.3）」、「コンツェルン（M＝ 1.4）」、

「バイオテクノロジー（M＝ 1.4）」、「リストラクチャ

リング（リストラ）（M＝ 1.5）」で全てカタカナ表記

の語であった。中国人留学生の場合、最も理解度の

低い語の平均値は 0.9であったが、日本人学生では

理解度の平均値が最も低いもので平均値 2.0であっ

た。日本人学生にとって最も理解度の低い語は、「フ

ァンダメンタルズ（M＝ 2.0）」で中国人留学生と同

じ結果となった。次いで、「特別引出権（M＝ 2.2）」、

「ディスクロージャー（M＝ 2.6）」、「コングロマリ

ット（M＝ 2.7）」、「拡大再生産（M＝ 2.8）」、「7か

国財務相・中央銀行総裁会議（G7）（M＝ 2.7）」、

「グリーン GDP（M＝ 2.8）」、「シャウプ勧告（M＝

2.8）」、「セーフガード（M＝ 2.9）」、「直間比率（M

図―2　日本人学生と中国人留学生の理解度の
平均評定値と標準偏差 
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＝ 2.9）」、「マーストリヒト条約（M＝ 2.9）」となっ

た。中国人留学生にとって特に理解度の低い語は全

てカタカナ表記の語であったが、日本人学生にとっ

て特に理解度の低い語は、カタカナ表記の語と漢字

表記の語が混在する結果となった。また、理解度 3.0

未満の語は日本人学生では 11語、中国人留学生では

26語と 2倍以上であったが、日本人学生にとって理

解度の低い語（M＝ 3.0未満）は「7か国財務相・中

央銀行総裁会議（G7）」と「拡大再生産」を除いて、

全て中国人留学生の理解度の低い語彙（M＝ 3.0未

満）に含まれるという結果になっている。

　中国人日本語学習者のカタカナ語の習得・運用に

ついて陣内（2008）は、ほかの言語を母語とする調

査対象者に比べて困難度が高いと述べている。さら

に、陣内（2008）では中国人学習者が最も困難さを

感じているカタカナ語の特徴として、母語に対応す

る語が極めて少ないことが挙げられている。次に困

難さを感じる点として「発音の違い」がある。これ

は外来語の元の言語での発音とカタカナ語になった

際の発音の違いを指すもので、先述の母語に対応す

る語が少ないことと合わせて、カタカナ語だけでは

意味の推測が難しいと考えられる。また志村（2014）

では、中国語を母語とする初級日本語学習者のカタ

カナ語の表記の発達が縦断的に観察された。その結

果、学習者にとって教室活動のみならず、日常生活

にも直結した自身とかかわりが強いカタカナ語は順

調に表記が習得されることが明らかになった。本調

査で理解度が特に低かったカタカナ語の専門語の習

得は中国人学生にとって正しい表記の習得が容易で

なく、強い困難を感じる語であると推測される。先

行研究の結果を踏まえると、カタカナ語の専門語を、

訳語と共に示したり、文脈の中で示したりするだけ

でなく、中国人学生自身に関わりが強いような例や、

自分自身の生活にあてはめられるような身近な例を

用いて提示すると、正しい表記ができるようになる

可能性がある。その際、中国で教育を受けてきた中

国人留学生については、特に、市場経済システムの

構造や問題点、国家間の経済政策、労働権利関係に

関すること等もイメージがわきにくい場合があるた

め、経済システムの違いなどに配慮しながら、指導

を行う必要がある。カタカナ語そのものの習得に関

しては、発音の違いを解消するために、外来語をカ

タカナ表記する際のルールを明確に示し、未習のカ

タカナ語のもとの言語をたどれるような手助けをす

れば、既有の知識と結びつけることや、音を聞いて

文字を思い浮かべ、辞書で調べることも可能になり、

困難さを感じることも少なくなるのではないだろう

か。

　また、中国人留学生の理解度の低い語にカタカナ

語が多いという傾向はあるものの、日本人学生の理

解度の低い専門語の多くが中国人留学生の理解度の

低い語に含まれることから、初年次の入門的な専門

科目におけるこれらの語の学習の重要性も指摘でき

よう。専門の授業において、教員は日本人学生の英

語レベルは大体把握できており、わかりにくいと思

われるカタカナ語は英語での意味を確認することで

対応するのが一般的である。しかし、中国人留学生

の英語能力が日本人学生の英語能力を下回ることも

ある。その場合、カタカナ語を英語に変換しただけ

では、中国人留学生が理解できない可能性もある。

まず、カタカナ語から英語への変換を行い、日本語

へ直訳することでイメージを伝え、実際の意味が日

本語の直訳と乖離しているものに関しては説明を補

い、メディア等で取り上げられやすいような語に関

しては使用例なども提示し、その上で、経済学的な

理論背景、歴史的経緯などの説明を行う等、細やか

な指導が望まれる。

4．まとめと今後の課題

　本研究では、経済学部入学直後の中国人留学生が

どの程度「留学生のための経済の基礎的専門語」を

習得しているのか、日本人学生と比較すると習得状

況にどのような差があるのかを明らかにすることを

目的として調査を行った。その結果、中国人留学生

の漢字の読みの正答率は日本人学生の正答率より低

いこと、中国人留学生には、長音、促音、濁音、半

濁音に関する誤答が多いこと、固有名詞に関する誤

答が多いこと、カタカナ語の理解度が低いことが明

らかになった。また、中国人留学生の理解度の低い

語には日本人学生にとって理解度の低い語も多く含

まれていることも明らかになった。

　このようなことから、大学での日本語教育におい

て、専門語の学習を支援する場合、できるだけ早い

段階で「留学生のための経済の基礎的専門語」の習

得を促し、日本人学生と共に学ぶためのレディネス
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を整える必要がある。その際、長音、促音、濁音、

半濁音の正確な理解やカタカナ語の習得に関する中

国人留学生の特性に注意を払う必要がある。また、

中国人留学生に対して専門語を指導する際には、経

済システムの違い等に配慮した指導も求められる。

今回の調査では、中国人留学生の理解度の低い語の

多くが日本人学生の理解度の低い語に含まれるとい

う結果も出ており、初年次の入門的な専門教育でこ

のような専門語が積極的に取り上げられれば、日本

人学生にとっても、中国人留学生にとっても有益で

あると考えられる。それらの点を支援していくこと

で、中国人留学生に対しても、日本人学生に対して

も、経済学を学ぶためのレディネスを高めることが

でき、専門科目の効果的な学習、更に言えば、自己

実現へも繋がっていくことが期待される。

　今回は、理解度を自己評価で示すという方法を用

いたが、自己評価は必ずしもその語を正しく理解し、

正しく活用できるという評価にはならない。専門語

の理解度を測るための精度の高いテストの開発を今

後の課題としたい。また、今回は中国人留学生のみ

を対象としたが、今後は、他の地域出身の留学生を

対象とした研究も行いたい。更に、大学入学前の専

門語の学習方法についても日本人学生と留学生との

間にどのような違いがあるのか、今後、比較研究を

行ってみたいと考えている。

注

1）木全（2001）で、中国での社会科教育は、経済に関

する分野の学習項目が非常に少なく、学習内容も大

きく異なることが報告されている。

2）留学生の場合、大学入学試験に「日本留学試験」が

課されることが多く、「日本留学試験」には「日本

語」のほかに、「政治・経済」、「現代社会」を中心

に、地理、歴史の基本事項が加わったものとされる

「総合科目」もあるが、日本の大学の経済学部が必

ずしも「総合科目」の受験を課しているわけではな

い。

3）渡辺（2013）は、レディネスを「学習や教育が有効

に行われるための下地あるいは準備性」と定義して

いる。

4）日本の高等学校においては、「現代社会」または「倫

理」・「政治経済」が必修科目とされている。

5）「日本語能力試験」とは、日本語を母語としない人

を対象として日本語能力を測定する試験で、日本語

能力を測定する試験の中では世界最大規模のもので

ある。その中で最も難易度が高いのが「N1」という

レベルである。

6）「製造物責任法（PL法）」も正答率 73％と低かった

が、これは「PL 法」の「法」に読み仮名をつけ忘

れた学生が多かったことが理由であるため、ここで

は、誤答の多かった語として論じない。
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正答率 専門語 誤答

43% 7か国財務相・中央銀行総裁会
議（G7)

こくざいせいそ う・ちゅうおうぎんこうそうさいかいぎ(1)、こくさ いそう むしょう・ちゅうおうぎんこうそうさいかいぎ(1)、こくざい
むそ う・ちゅうおうぎんこうそうさいかいぎ(15)

57% 特別引出権（SRD） とくべついんしゅつ けん(10)、とくべつひしゅつ けん(1)、とくべつひんしゅつ けん(1)、とくべつひきだし無(1)

70% 斡旋 空(2)、かんじょう (1)、かん せん(3)、かんてい (1)、きじょう (1)、しかじょう (1)

公定歩合 こうていほ あい(6)、こうていほごう (2)

公定歩合操作 こうていほ あいそうさ(6)、こうていほごう そうさ(2)

製造物責任法（PL法） せいぞうぶつせきにんほう（無）(5)、せいぞうぶつせきにん無（ほう）(1)、せいぞうぶつせきにん無（無）(1)、せいぞう無せき
にんほう(1)

M&A（合併・買収） ｴﾑ･ｴｰ (1)、ﾏﾘｰ・ｱﾝｻｰ (1)、がっぺい・か いしゅう(3)、空(1)

消費者主権 しょうひしゃしゅぎ (2)、しょうひしゃしゅさい( 2)、しょうひしゃしゅたい (2)

新興工業経済地域（NIES) しんきょ うこうぎょうけいざいちいき(3)、しんこう無ぎょうけいざいちいき(3)

持株会社 じ かぶがいしゃ(1)、じぬしか いしゃ(1)、もちかぶか いしゃ(４)

労働三法 ろうどうさんけん (3)、ろうどうさんほ う(3)

少子高齢社会 しょうしこうれいか 無(2)、しょうしこうれいか しゃかい(3)

世界貿易機関(WTO) せかいほ うえききこう (1)、せかいぼうえききこう (4)

比較生産費説 ひかくせいさんひせい (1)、ひかくせいさんひぜい (3)、ひかくせいさん無せつ(1)

環境庁 かんきょうし ょう(4)

建設国債 きぎょう (1)、けんせつこくせき (2)、けんちく こくさい(1)

日米構造協議 にちべいき ぞうきょうぎ(1)、にちべいこうぞうきょう無(1)、にほん こうぞうきょうぎ(2)

累積債務問題 るいさいせき むもんだい(1)、るいせきせ いむもんだい(1)、るいせきせき むもんだい(2)

労働関係調整法 ろうどうかんけいちょうせつ ほう(4)

育児・介護休業法 いくじ・かいごきゅうぎょう無(2)、いくじ・かいごきゅうじ ょうほう(1)

開発援助委員会（DAC) かいはつえんじょう いいんかい(1)、かいはつしえん いいんかい(1)、かいほう えんじょいいんかい(1)

価格の下方硬直性 かかくのかほうこうちょくほう (1)、かかくのかほうこうちょく無(2)

株主総会 かぶしき そうかい(1)、かぶふ しそうかい(1)、かぶゆ しそうかい(1)

為替相場 かわせいちば (1)、だいかい そうば(1)、にせかえ そうば(1)

間接金融 かんせつきんゆ (3)

恐慌 きょうか う(1)、こ うきょ う(2)

均衡価格 きんいつ かかく(1)、きんしょ うかかく(1)、きんと うかかく(1)

金融の自由化 きんゆ のじゆうか(2)、きんゆうのじゆう無(1)

経済のｿﾌﾄ化 けいざいのｿﾌﾄ無(2)、か のｿﾌﾄ無(1)

公債 こうせき (2)、こく さん (1)

国民皆年金 ざいせい (1)、こくみん無ねんきん(1)、こくみんなみ ねんきん(1)

産業構造の高度化 さんぎ うこうぞうのこうどう か(1)、さんぎょうこうぞうのかの 無(1)、さんぎょう無のこうどか(1)

支出国民所得 ししゅつこくみんしゅ とく(2)、しゅ しゅつこくみんしょとく(1)

市場占有率 しじょうし ゆうりつ(1)、 しじょうしょくく りつ(1)、 しじょうどくせん りつ(1)

主要国首脳会議（サミット） しゅようこくしゅのうかいだん (2)、しょ ようこくしゅのうかいぎ(1)

石油輸出国機構（OPEC) せきゆう ゆしゅつこくきこう(1)、せきゆ無しゅつ無きこう(1)、せきゆゆっ こくきこう(1)

特例国債 とくれいこう さい(1)、とくれいこくせき( 2)

新潟水俣病 にいがたみず またびょう(1)、にいがたみなまたびょ (1)、にいがたみなまた無(1)

労働基本権 ろうどうきほんほう (3)

赤字国債 あかじこくせき (1)、あかじこっか (1)

ASEAN自由貿易地域（AFTA) じゆうぼうえききょうてい (1)、あせあん (1)

売りオペレーション（売りオペ） うりオペレーション（無）(1)、うり りオペレーション（うり りオペ）(1)

汚染者負担の原則(PPP) おせんしゃふたんのげんそう (1)、おせんしゃふたんのほう そく(1)

寡占 あっ せん(2)

株式会社 かぶしきか いしゃ(1)、かぶしきしゃかい (1)

貨幣 し へい(2)

関税及び貿易に関する一般協
定（GATT）

かんぜい無びぼうえきにかんする無きょうてい(1)、かんぜい無びぼうえきにかんするいっぱんきょうてい(1)

金融 きんゆ (2)

金融市場 きんゆいちば (1)、きんゆ しじょう(1)

金融政策 きんゆ せいさく(2)

景気循環 けいきじゅう かん(1)、けいきたてじゅん (1)

経常移転収支 けいざい いてんしゅうし(1)、けいじょうてんいししゅつ (1)

経常収支 けいじょうししゅう (1)、せ いじょうしゅうし(1)

国債 こくせき (2)

国債依存度 こくせき いぞんど(2)

国内総生産（GDP) こくみん そうしょとく (1)、こくみん そうせいさん(1)

産業の空洞化 さんぎょうのくうどう無(2)

社会保険 しゃい ほけん(1)、しゃかいほしょう( 1)

修正資本主義 しゅうせいしほう しゅぎ(1)、しょ うせいしほんしゅぎ(1)

93%

90%

87%

83%

【資料-1】　日本人学生の正答率と誤答

80%

73%

【資料―１】　日本人学生の正答率と誤答
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消費者保護基本法 しょひしゃほごきほんほう(1)、しょうひしゃほご無ほう(1)

食糧・農業・農村基本法 しょくりょう・のうぎょう・のうりんきほんほう(1)、しょくりょう・のうぎょう・のうぎょうきほんほう(1)

所得の再分配 しょとくのさいぶんかい(1)、しょとくの無ぶんぱい(1)

争議権 きょうぎけん(1)、とうぎけん(1)

多国籍企業 たくせき無(1)、空(1)

団体行動権 だんけつこうどうけん(1)、だんたいろうどうけん(1)

地方債 ちほうせき (2)

直接金融 ちょくせつきんゆ(2)

分配国民所得 ぶんはいこくみんしょとく(1)、ぶんぱいこくみんしゅとく(1)

水俣病 みずまたびょう(1)、みなまた無(1)

容器包装ﾘｻｲｸﾙ法 ようきほうそうﾘｻｲｸﾙ無(2)

累進課税 けいかくけいざい (1)、るいせんかぜい(1)

労働基準法 ろうどうきじゅんぽう(1)、ろうどうしょきじゅんほう(1)

卸売業 こうりぎょう(1)

外国為替 がいこくだいかい(1)
家計 かいけい(1)

株価 ぶっか(2)

為替レート だいかい(1)

企業物価 きぎょうかかく (1)

技術革新 ぎじゅつかくめい (1)

金融機関 きんゆきかん(1)

経済協力開発機構（OECD) けいざいかいはつきょうりょくきこう(1)

公開市場操作 こうかいしじょうちょうさ(1)

公害対策基本法 こうがいたいさくきほん無(1)

公企業 こうていぎょう(1)

公共財 こうきょうぜい(1)

公共事業 こうきょうきぎょう(1)

公共料金 こうきょうりょうきい (1)

公正取引委員会 こうせいとりひきいいうかい(1)

公的扶助 こうてきちつじょ(1)

小売業 しょうばいぎょう(1)

国際収支 こくさいししゅつ(1)

国際通貨基金（IMF) こくさいつうかきほん(1)

国際復興開発銀行（世界銀行、
IBRED)

せかいふっこうかいはつぎんこう（１）

国際労働機関（ILO) こくさいろうどうきこう (1)

国富 こくとみ (1)

国民純生産(NNP) こくみんじゅんしょとく (1)

国民所得(NI) こくみんしゅとく(1)

国民総所得（GNI) こくみんそうしゅとく(1)

国民総生産(GNP) こくみんしょとく (1)

国民皆保険 こくみんみなほけん(1)

国連貿易開発会議（UNCTAD) こくさいぼうえきかいはつかいぎ(1)

混合経済 こんどうけいざい(1)

財政 しょうひしゃうんどう (1)

財政政策 ざいぜいせいさく(1)

財政投融資 ざいせいとうゆし（１）

財閥解体 ざいぼつかいたい(1)

私企業 わたくしきぎょう(1)

資源ナショナリズム じげん(1)

市場価格 いちばかかく(1)

資本収支 きほんしゅうし(1)

資本主義経済 しほんしゅぎせいざい(1)

社会資本 しゃかいしほう (1)

社会主義経済 こくさいしゅぎけいざい(1)

社会福祉 しゃかいふく無(1)

社会保障制度 しゃかいほけんせいど(1)

終身雇用制 しゅうしんこよう無(1)

自由貿易 じしゆぼうえき(1)

自由貿易協定(FTA） じゆうぼうえき無(1)

需要量 じゅよう無(1)

消費支出 しょうひしゃししゅつ(1)

消費税 しょとくぜい(1)

生産国民所得 せいさんこくみんしゅとく(1)

世界恐慌 せいかきょうこう(1)

石油危機 せきゆうきき(1)

第二次産業 だいに無さんぎょう(1)

第二の予算 ろいしんのかぜい(1)

団体交渉権 だんたいこうどうけん(1)

小さな政府 ちいさなけいざい (1)

仲裁 なかさい(1)

中小企業 ちょうしょうきぎょう(1)

独占価格 ぜくせんかかく(1)

日本銀行（日銀） （無）(1)

農地改革 のうちかくめい (1)

発券銀行 ほっきんぎんこう(1)

97%



「留学生のための経済の基礎的専門語」習得に関する一考察

134

不況 ふじょう(1)

不景気 ふけい無(1)

ﾌﾟﾗｻﾞ合意 どうい(1)

北米自由貿易協定(NAFTA) ほうべいじゆうぼうえききょうてい(1)

ヨーロッパ共同体（EU) きょうどうだんたい(1)

預金通貨 ちょきんつうちょう( 1)

累進課税制度 ろいしんかぜいせいど(1)

労働委員会 どうどういいんかい(1)

労働組合 ろうどう組合（１）

労働三権 ろうどんさんけん(1)

100%

正答率 専門語 誤答

0% 価格の下方硬直性 かがくのかほうこうちょくせい(1)、かがくのかほうこくちょくせい(1)、かかくのきこうこうちょくせい(1)、かかくのげほうこう
ちょくせい(1)、かかくのしかたこうちょくせい(1)、かがくのしたかたこうちょくせい(1)、かがくのしたほうえいちょくせい(1)、
かがくのしたほきょうちょくせい(1)、かかくの無(1)、かっかくのしたがこうちょくせい(1)

M&A（合併・買収） がっべい・かいしゅう(1)、かっべい・かいしゅう(2)、がっぺい・かいしゅう(3)、かっぺい・ばいしゅう(1)、がっへい・ばいしゅ
う(1)、ごうべん・かいしゅ (1)

石油危機 せきゆいき(1)、せきゆういき(1)、せきゆうきき(7)

石油輸出国機構（OPEC) せきゆうゆうしゅつこくきこう(2)、せきゆうゆうしゅつこくきごう(1)、せきゆうゆしゅつこくきこう(4)、せきゆうゆしゅつこくき
ごう(1)、せきゆゆうしゅつこくきこう(1)

男女雇用機会均等法 だんじょうこうようきかいきんとうほう(1)、だんじょうこようきかいきんとうほう(2)、だんじょこうようきけいきんどうほう(1)、
だんじょこようきかいきんどうほ (1)、だんじょこようきかいきんどうほう(2)、だんじょこようきかいくんとうほう(1)、だんじょこ
ようきかいこうとうほう(1)

新潟水俣病 しんせきすいごびょう(1)、にいがたすいごびょう(1)、にいかた無(1)、にいがた無(1)、にいたますいこうびょう(1)、にいた
みなまたびょう(1)、空(3)

持株会社 しかぶかいしゃ(1)、じかぶかいしゃ(1)、じかぶがいしゃ(2)、ちしゅうかいしゃ(1)、もちかぶかいしゃ(2)、もちかぷかいしゃ
(1)、もつかぶかいしゃ(1)

製造物責任法（PL法） せいぞうぶつせきにんほう（空）（５）せいぞう無せきにんほう（空）(1)、せいそうぶせきにんほう（空）(1)、せいそうぶつせき
にんほう（１）、せいぞうぶつせきにんぽう(1)

為替相場 かわせあいば(1)、いがいそうば(1)、いせいあいば(1)、いていあいじょう (1)、がいかわそうば(1)、かわせいちば(1)、かわ
せそうじょう (1)、空(1)

基軸通貨 きじつうか(1)、きじゅうつうか(2)、きすうつうか(1)、きちくつうか(1)、きちゅうつうか(1)、き無つうか(1)、無つうか(1)

ｼｬｳﾌﾟ勧告 けんこう (1)、けんごう (2)、けんこく(5)、

水俣病 空(1)、すいうびょう(1)、すいこうびょう(2)、すいごびょう(2)、すい無びょう(1)、みず無(1)

累積債務問題 るいせきざいむもんだい(4)、るいせきぜいむもんだい(1)、るいせくさいむもんだい(1)、るいせつざいむもんだい(1)、れい
せきざいむもんだい(1)

均衡価格 きんこうかがく(3)、きんこうかっかく(1)、きんこうかっがく(1)、きんへいかがく(1)、くんへいかがく(1)

公定歩合 こうていふあい(1)、こうていぶごう (1)、こうていぶわ(1)、こうていほうあい(1)、こうていぼうあい(1)、こうていほごう (2)

小売業 こうばいきょう(1)、こうばいぎょう(1)、こばいぎょう(1)、しょううりぎょう(2)、しょうばいぎょう(2)

国民皆保険 こくみんかいほうけん(1)、こくみんがいほけん(1)、こくみんけいほうけん(1)、こくみんけいほけん(1)、こくみんみなほけん
(2)、こくみん無(1)

所有と経営の分離 しょうゆとけいえのぶんり(1)、しょゆうとけいえいのぶんりつ(4)、しょゆうとけいえいのぶんれい(1)、しょゆうとけいえいの
わかれ(1)

新国際経済秩序（NIEO) しんこくさいけいざいししょう (1)、しんこくさいけいざいちじょ(1)、しんこくさいけいざいちじょう (1)、しんこくさいけいざいちつ
じょく (1)、しんこくさいけいざい無(3)

世界恐慌 せいかいきょうこう(1)、せかいきょうふ (1)、せかいきょうほ (1)、せかいきょうほう(1)、せかいきょうわ (1)、せかいきょこう
(1)、せかいこうきょう (1)

独占価格 どくざんかかく(1)、とくせんかがく(1)、どくせんかがく(4)、とくぜんかっがく(1)

労働組合法 ろうどうぐみあいほう(2)、ろうどうしゅわほう(1)、ろうどうそうごうほう(2)、ろうどうそこうほう(1)、ろうどうそごうほう(1)

斡旋 おせん(1)、かんせん(2)、かんぜん(1)、ちょうけん (1)、空(1)

育児・介護休業法 いくじ・かいごうきゅうぎょうほう(1)、いくじ・かいごうきゅうきょうほう(1)、いくじ・かいごきゅうぎょうぽ (1)、いくじ・かいごきゅ
ぎょうほう(1)、いじ・かいごしゅうぎょうぽう(1)、よくじ・けいこきゅうぎょうぽう(1)

卸売業 たなおろしぎょう(1)、おりばいぎょう(1)、きょうばいぎょう(1)、空(3)

価格 かがく(5)、かっがく(1)

株式会社 かぶしきかいしゃ(6)

管理価格 かんりかがく(5)、かんりかっがく(1)

恐慌 きょうふ (1)、きょうほ (1)、きょうほう(1)、きょこう(1)、こうきょう (1)、こうわ (1)

公害対策基本法 こうがいたいさくきほんぽう(4)、こうがいたいたくきほんほう(1)、ごうがいたいさくきほんほう(1)
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IT革命、アジア太平洋経済協力会議（APEC)、イタイイタイ病、一般会計、円高、円安、大きな政府、買いｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ（買いｵﾍﾟ）、外国人労働者、介護保険、
外部経済、外部不経済、価格、拡大再生産、株式、株主、過労死、環境基本法、間接税、管理価格、管理通貨制度、企業、基軸通貨、規制緩和、供給、供
給量、銀行、銀行の銀行、国民純福祉(NNW)、計画経済、景気、景気変動、経済、経済主体、経済成長、経済成長率、経済のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化、経済のサービス
化、経済摩擦、傾斜生産方式、現金通貨、公害、好況、好景気、公衆衛生、高度経済成長、高齢社会、国際分業、国税、固定相場制、財、歳出、歳入、産
業革命、市場、市場経済、市場の失敗、資本、ｼｬｳﾌﾟ勧告、社会主義市場経済、社会保障、需要、商業、消費、消費者、消費者運動、消費者基本法、消費
者契約法、消費者の権利、消費者物価、所得、所得収支、所得税、所有と経営の分離、新国際経済秩序（NIEO)、信用創造、税金、生産、生産の集中、生
存権、政府、政府開発援助（ODA)、政府の銀行、租税、大企業、第三次産業、団結権、男女雇用機会均等法、治安維持法、知的財産権、地方財政、地方
税、中央銀行、調停、直接税、直接投資、貯蓄、直間比率、賃金、通貨、投資収支、東南アジア諸国連合（ASEAN)、特需、独占、独占禁止法、特別会計、
南南問題、南北問題、ニューディール政策、年金、発展途上国、ﾊﾞﾌﾞﾙ経済、非価格競争、付加価値、物価、不当労働行為、不良債権、ブレトン・ウッズ協
定、変動相場制、貿易・サービス収支、貿易摩擦、保護貿易、ﾏｰｽﾄﾘﾋﾄ条約、見えざる手、ﾓﾉｶﾙﾁｬｰ経済、有効需要、ﾖｰﾛｯﾊﾟ連合(EU)、預金準備率操作、
予算、四日市ぜんそく、利子、利潤、流通、労働組合法

【資料―２】　中国人留学生の正答率と誤答
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公定歩合操作 こうていぶごうそうさ(1)、こうていぶこうそさく (1)、こうていほうあいそうさ(1)、こうていほごうそうさ(2)、こうていぼこうそう
さく (1)

国債依存度 こくさいいそんど(1)、こくさいいぞんとう (1)、こくざいいぞんど(3)、こくざいいぞんどう (1)

国民皆年金 こくみんがいねんきん(1)、こくみんけいねんきん(2)、こくみんけねんきん(1)、こくみんみなねんきん(2)

固定相場制 こうていそうばせい(1)、こくていあいじょうせい(1)、こていあいばせい(2)、こていそうじょうせい(1)、空(1)

産業の空洞化 さんぎょうのからどうか(1)、さんきょうのくうどうか(1)、さんきょうのくとうか(1)、さんぎょうのこうどうか(3)

市場価格 しじょうかがく(4)、しじょうかっがく(1)、しちょうかがく(1)

消費者保護基本法 しょうひしゃほうごきほんほう(1)、しょうひしゃほうごきほんぽう(1)、しょうひしゃほごうきほんはう(1)、しょうひしゃほごうき
ほんほう(1)、しょうひしゃほごきほんぽう(2)

租税 そうざい(1)、そうぜい(4)、無ぜい(1)

団体交渉権 だんたいこうしゃけん(3)、だんたいこうしょけん(1)、だんたいこうせいけん(1)、だんたいこしょうけん(1)

地方債 ちほうざい(6)

貯蓄 ちょっちく(1)、ちちょう (1)、ちょうちく(3)、無ちく(1)

特需 とくしゅ(1)、とくしゅう (1)、とくじゅう (2)、とくよう (1)、とっきゅう (1)

特別引出権（SRD） とくべついしゅつげん(1)、とくべついんしゅつけん(4)、とくべつひしゅつけん(1)

7か国財務相・中央銀行総裁会
議（G7)

こくざいむしょちゅうおうぎんこうそうさいかいぎ(1)、こくざいむしょうちゅうおうぎんこうそうざいかいぎ(1)、こくざいむしょう
ちゅうおうぎんこうそうさいかいじょう (1)、こくざいむそうちゅうおうぎんこうそうさいかいぎ(1)、こくざいむそうちゅうおぎん
こうそうさいかいぎ(2)

比較生産費説 ひかくせいさんひぜ(1)、ひかくせいさんひぜい(4)、ひかくせいさんひぜつ(1)

分配国民所得 ぶんはいこくみんしょうとく(1)、ぶんはいこくみんしょとく(1)、ぶんぱいこくみんしょうとと (1)、ぶんぱいこくみんしょどく(1)、
ぶんぱこくみんしょどく(1)、ぶんほいこくみんしょどく(1)

変動相場制 へんどうあいじょうせい(1)、へんどうあいばせい(3)、へんどうそうじょうせい(2)

貿易摩擦 ぼうえきまさ (1)、ほうえきまさつ(1)、ぼうえきまそく (1)、ぼうえきまっさつ(1)、ぼうえきもっさ (1)、ぼえきまさつ(1)

北米自由貿易協定(NAFTA) 空(1)、こべじゆうぼうえききょうてい(1)、ほうべいじゆうぼうえききょうてい(1)、ほくぺいじゆうぼうえききょうてい(1)、ぼくべ
いじゆうぼうえききょうてい(1)、ほくべいじゆぼうえききょうてい(1)

労働組合 ろうどうぐみあい(1)、ろうどうしゅわ (1)、ろうどうそうごう (1)、ろうどうそこう (1)、ろうどうそごう (1)、ろうどぐみあい(1)

円高 えんたか(4)、えんだつ(1)

外国為替 がいこくいがい(1)、がいこくいせい(1)、がいこくいてい (1)、がいこくがいかわ(1)、がいこく無(1)

拡大再生産 かくたいさいせいさん(1)、かだいさいせいさん(1)、こうだいざいせいさん(1)、こくだいさいせいさん(1)、こくだいざいせい
さん(1)

為替レート いがい(1)、いせい (1)、いてい (1)、がいかわ(1)、空(1)

関税及び貿易に関する一般協
定（GATT）

かんぜおよびぼうえきにかんするいっぱんきょうてん (1)、かんぜいおよびぼうえきにかんするいばんきょうてい(1)、かん
ぜいおよびぼえきにかんするいっぱんきょうてい(1)、かんぜおよびぼうえきにかんするいっぱんきょうてい(2)

傾斜生産方式 かたしゃくせいさんほうし (1)、けいかいせいさんほうしき(1)、けいけつせいさんほうしき(1)、けいしゃせいさんほしき(2)

建設国債 けんせいこくさい(1)、けんせつこくざい(4)

公的扶助 こうてきふしゅう (1)、こうできふじょ(1)、こうてきふじょう (3)

国際復興開発銀行（世界銀行、
IBRED)

（せいかいぎんこう）(1)、こくさいふきょうかいはつぎんこう(1)、こくさいふきょうかいはつぎんこう（せいかいぎんこう）(1)、
こくさいふくしんかいはつぎんこう(1)、こくさいふこうかいはつぎんこう(1)

支出国民所得 ししゅつこくみしょとく(1)、ししゅつこくみんしょうとく(2)、ししゅつこくみんしょうどく(1)、ししゅっこくみんしょとく(1)

市場の失敗 しじょうのしっばい(1)、しじょうのしばい(1)、しじょうのしぱい(1)、しじょうのしぽい(1)、しちょうのしぱい(1)

社会主義市場経済 しゃかいしゅうぎしじょうけいざい(3)、しゃかいしゅうぎしちょうけざい(1)、しゃかしゅぎしじょうけいざい(1)

終身雇用制 しゅうしんこうようせい(1)、しゅしんこうようせい(2)、しょうしんこようせい(1)、そうしんこようせい(1)

修正資本主義 しゅうせいしほんしゅき (1)、しゅうせいしほうしゅうぎ(1)、しゅうせいしほんしゅうぎ(2)、しゅせいしほんしゅぎ(1)

需要 じゅうよう(5)

主要国首脳会議（サミット） じゅうようこくしゅのうかいぎ(1)、じゅうようこくしゅのうかいぎい(1)、しゅうようこくしゅのうかいぎ(1)、しゅようこくしゅうのう
かいぎ(2)

消費者基本法 しょうひしゃきほんぽう(4)、しょうひしゃきんぽう(1)

食糧・農業・農村基本法 しょうくりょう・のうぎょう・のうそうきほんほう(1)、しょくりょう・のうぎょう・のうそんきほんぽ(1)、しょくりょう・のうぎょう・のうそ
んきほんぽう(3)

所得の再分配 しゅうとくのさいぶんはい(1)、しょうとくのざいぶんぱい(1)、しょとくのさいぶんはい(1)、しょどくのさいふんぱい(1)、しょど
くのざいぶんぱい(1)

賃金 ちんきん(3)、ちんぎ (1)、やちん (1)

日米構造協議 にちべこうそうきょうぎ(1)、にっべいこうぞうきょうぎ(1)、にっぺいこうぞうきょうぎ(2)、にべいこうそうきょうぎ(1)

発展途上国 はってんとしょうこく(1)、はってんとじょこく(1)、はってんとちゅうこく(1)、はていとうじょうこく(1)、はてんどしょうこく(1)

非価格競争 ひかがくきょうそ (1)、ひかがくきょうそう(3)、ひかっかくきょうそう(1)

不良債権 ふりょうざいけん(5)

保護貿易 ほこうぼうえき(1)、ほうごほうえき(1)、ほうごぼうえき(2)、ほごうぼうえき(1)

累進課税制度 るいしんかせいせいとう (1)、るいしんかぜいせいどう (1)、るいしんかぜせいど(1)、れいしんかぜいせいど(1)、ろいしんか
ぜいせいど(1)

アジア太平洋経済協力会議
（APEC)

たいへいようけいさいきょうりょくかいぎ(1)、たいこうようけいざいきょうりょくかいぎ(1)、だいへいようけいざいきょうりょく
かいぎ(1)、たいほうようけざいきょうりょくかいぎ(1)

ASEAN自由貿易地域（AFTA) じゆうほうえきちいき(2)、じゆうぼえきちいき(1)、じゆぼうえきちいき(1)

汚染者負担の原則(PPP) おせんしゃふだんのげんそく(1)、おうせんしゃふだんのげんそく(1)、おせんしゃふくたんのげんそく(1)、ごせんしゃふたん
のげんそく(1)

介護保険 かいごうほうけん(1)、かいごうほけん(1)、かいごほうけん(1)、けいごうほけん(1)

開発援助委員会（DAC) かいはつえんじゅういいんか(1)、かいはつえんじょういいんかい(2)、かいはつえんじょうぎいんかい(1)

寡占 がせん(1)、がぜん(1)、きょせん(1)、空(1)

環境基本法 かんきょうきほんぽう(4)

企業物価 きぎょうぶうか(1)、きぎょうぶか(2)、ききょうぶっか(1)

供給 こうきゅう(4)

供給量 こうきゅうりょう(4)

公債 こうざい(3)、こうぜい(1)

高度経済成長 こうとうけいざいせいちょう(1)、こうどうけいざいせいちょう(2)、こうどうけざいせいちょう(1)

国債 こくざい(3)、こくぜい(1)

国民所得(NI) こくみんしゅとく(1)、こくみんしょうとく(1)、こくみんしょどく(2)

60%

50%
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国民総所得（GNI) こくみんそうしょうとう (1)、こくみんそうしょうとく(2)、こくみんそうしょどく(1)

混合経済 こんこうけいざい(1)、こんごけいざい(3)

財閥解体 ざいかつかいたい(1)、ざいばかいたい(2)、ざいばかいてい(1)

産業構造の高度化 さんぎこうぞうのこうどか(1)、さんきょうこうぞうのこうどうか(1)、さんぎょうこうぞうのこうとうか(1)、さんぎょうこうぞうのこう
どうか(1)

資本収支 しほんしゅし(3)、しほうしょうし(1)

資本主義経済 しほんしゅうきけいざい(3)、しほんしゅぎけいさい(1)

社会保障制度 しゃかいほうしょうせいど(1)、しゃかいほしょうせいとう (1)、しゃかいほしょうせいどう (2)

消費者主権 しょうひしゃしゅうけん(3)、しょうひしゃしゅげん(1)

所得 しょうとく(2)、しょどく(2)

所得収支 しょうとくしゅうし(1)、しょくとくしゅうし(1)、しょどくしゅうし(1)、しょとくしゅし(1)

生産国民所得 せいさんこくみんしゅうとく(1)、せいさんこくみんしょどく(2)、せいせんこくみんしょうとく(1)

政府開発援助（ODA) せいふかいはつえんじゅう (1)、せいふかいはつえんじょう (3)

世界貿易機関(WTO) せいかいぼうえききかん(2)、せかいほうえききかん(2)

南北問題 なんぽくもんだい(3)、みなみきたもんだい(1)

日本銀行（日銀） （空）(1)、（にぎん）(2)、（にっぎん）(1)

貿易・サービス収支 ぼえき・ｻｰﾋﾞｽしゅうし(1)、ほうえき・ｻｰﾋﾞｽしゅうし(1)、ぼうえき･ｻｰﾋﾞｽしゅし(2)

容器包装ﾘｻｲｸﾙ法 ほうきほそうﾘｻｲｸﾙほう(1)、ゆうきほうそうﾘｻｲｸﾙほう(1)、ようきぼうそうﾘｻｲｸﾙぽう(1)、ようきほそうﾘｻｲｸﾙぽう(1)

累進課税 るいしんかせい(1)、れいしんかぜい(1)、ろいしんかぜい(1)、累進課税(1)

労働三法 ろうどうさんほう(4)

赤字国債 あかじこくざい(2)、あかじこくぜい(1)

株価 かぶっか(1)、ぶか(2)

貨幣 かひ(1)、かべい(2)

間接金融 かんせつきゆう(1)、かんせつきんゆ(1)、かんぜつきんゆう(1)

管理通貨制度 かんりつうかせいさく (1)、かんりつうかせいとう (1)、かんりつうかせいどう (1)

技術革新 きじゅつかくしん(2)、ぎしゅつかくしん(1)

規制緩和 きせいえんわ(1)、きせいかんこう( 1)、きせいだんわ(1)

計画経済 けいかくけいさい(1)、かかくけいざい(1)、けかくけざい(1)

経済協力開発機構（OECD) けいざいきょうりょくかいはつきごう(1)、けざいきょうりょくかいはつきこう(1)、けんざいきょうりょくかいはつきこう(1)

経済主体 けいざいしゅうたい(2)、けいざいしゅだい(1)

経済のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化 けいざいのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ無(1)、けいざのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙか(1)、けざいのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙか(1)

経済摩擦 けいざいまっさ (1)、けいざまっさつ(1)、けざいまさつ(1)

経常移転収支 けいちょういてんしゅうし(1)、せいじょういでんしゅし(1)、つじょういてんしゅうし(1)

公開市場操作 こうかいしじょうそうさく (2)、こうかいしちょうそうさく (1)

公衆衛生 こうしゅうえせい(2)、こうしゅえいせい(1)

公正取引委員会 こうせいしゅいんいいんかい(1)、こうせいしゅういんぎいんかい(1)、こうせいとりひくいいんかい(1)

国富 こくとみ (1)、こくふう (1)、こくふく (1)

市場占有率 しじょうしゆうりつ(1)、しじょうせんゆりつ(1)、しちょうせんゆうりつ(1)

社会主義経済 しゃかいしゅうぎけいざい(2)、しゃくかいしゅうぎけざい(1)

需要量 きゅうようりょう(1)、じゅうようりょう(2)

所得税 しょうとくぜい(2)、しょどくぜい(1)

大企業 おおきぎょう(1)、だいききょう(2)

治安維持法 ちあんいじほん(1)、ちあんいちほう(2)

仲裁 しょざい(1)、ちゅうざい(1)、じゅうさい(1)

中小企業 ちゅうこうきぎょう(1)、ちゅうしょうききょう(1)、ちゅうしょきぎょう(1)

直接税 ちくせつぜい(1)、ちょくせくぜい(1)、ちゃくせつぜい(1)

直接投資 ちょくせつどうし(2)、ちょくぜつとうし(1)

直間比率 ちょくかんひりつ(3)

投資収支 とうししゅし(1)、とうしししゅう (1)、どうししゅうし(1)

東南アジア諸国連合（ASEAN) とうなんｱｼﾞｱしゅうこくれんごう(1)、とうなんｱｼﾞｱしょこくれんご(1)、とうなんｱｼﾞｱしょこくれんこう(1)

独占 とくせん(1)、とくぜん(1)、どせん(1)

特例国債 とくれいこくざい(2)、とくれこくざい(1)

発券銀行 はけんぎんこう(2)、はつけんぎんこう(1)

有効需要 ゆうこうじゅうよう(2)、ゆこうじゅうよう(1)

ヨーロッパ共同体（EU) きょうとうたい(2)、きょうとうだい(1)

利子 りこ (2)、れいし(1)

利潤 りえき (1)、りじゅう (1)、りしゅん(1)

労働関係調整法 ろうどうかんけいちょうせつほう(1)、ろうどうかんけいちょうていほう(1)、ろうどくかんけいちょうせいほう(1)

一般会計 いばかいけい(1)、いっばんかいけい(1)

円安 えやす(2)

大きな政府 おおきなせいふう (1)、おきなせいふ(1)

外国人労働者 がいこくじんろうどくしゃ(1)、がいこくにんろうどうしゃ(1)

株主総会 かぶしゅそうかい(2)

金融市場 きんゆうしちょう(1)、きんゆしじょう(1)

金融政策 きゆうせいさく(1)、きんにゅうせいさく(1)

景気循環 けいきしゅんかん(1)、けい無じゅんかん(1)

経済成長 けいざせいちょう(1)、けざいせいちょう(1)

経済成長率 けいさいせいちょうりつ(1)、けざいせいちょうりつ(1)

経済のｿﾌﾄ化 経済のｿﾌﾄ化 (1)、けざいのそふとか(1)

経常収支 けじょうしゅうし(1)、せいじょうしゅし(1)

現金通貨 けんきんつうか(2)

公共事業 こうきょうしぎょう(2)

国連貿易開発会議（UNCTAD) こくれいほうえきかいはつかいぎ(1)、こくれんぼうえきかいはつかぎ(1)

80%

70%
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財政投融資 ざいせいとうようし(1)、ざいせいどうゆうし(1)

産業革命 さぎょうかくめい(1)、さんきょうかくめい(1)

市場 いちば(2)

消費者物価 しょうひしゃぶか(2)

新興工業経済地域（NIES) しんきょうこうぎょうけいざいちいき(1)、しんこうこうきょうけざいちいき(1)

生存権 せいぞうけん(1)、せいそんけん(1)

第二の予算 だいにのようさん(2)

多国籍企業 たこくせきききょう(1)、たっこくせききぎょう(1)

団体行動権 だんだいこうどうけん(1)、だんたいこうどけん(1)

小さな政府 ちいさいさなせいふ(1)、ちさなせいふ(1)

独占禁止法 とくせんきんしほう(1)、どくざんきんしほう(1)

農地改革 のうきかいかく(1)、のうちかいがく(1)

ﾌﾟﾗｻﾞ合意 こうい(1)、ごい(1)

ﾖｰﾛｯﾊﾟ連合(EU) りんこう(1)、れんご (1)

預金準備率操作 よきんじゅんびりつそうさく (1)、あずかきんじゅんびりつそうさく (1)

労働三権 ろうどうさんげん(1)、ふうどうさんけん(1)

イタイイタイ病 ひょう(1)

買いｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ（買いｵﾍﾟ） かいいｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ（かいいｵﾍﾟ）(1)

外部不経済 がいぶふけざい(1)

家計 かいけい(1)

株主 かぶしゅ (1)

環境庁 かんきょうちょ (1)

金融機関 きんゆきかん(1)

国民純福祉(NNW) こくみんじゅうんふくし(1)

景気変動 けいきへんとう(1)

経済 けざい(1)

経済のサービス化 けさいのｻｰﾋﾞｽか(1)

公企業 こうききょう(1)

好況 ほうこう(1)

公共財 こうきょうさん (1)

国際収支 こくさいしゅし(1)

国際労働機関（ILO) こくさいろうどくきかん(1)

国税 かくぜい(1)

国民純生産(NNP) こくみんしゅんせいさん(1)

国民総生産(GNP) 空(1)

財 さい(1)

財政政策 さいせいせいさく(1)

歳入 さいいり (1)

資源ナショナリズム しけん(1)

市場経済 じじょうけいざい(1)

資本 しほう (1)

社会保険 しゃかいほうけん(1)

社会保障 しゃかいほうしょう(1)

商業 しょうぎ (1)

少子高齢社会 しょしこうれいしゃかい(1)

消費者契約法 しょうひしゃけいやくぽう(1)

生産 せいせん(1)

政府の銀行 せいふのぎんこん (1)

第三次産業 だいさんじさん業(1)

第二次産業 だいにちさんぎょう(1)

団結権 たんけつけん(1)

知的財産権 ちてきざいせんけん(1)

中央銀行 ちゅうおきんこう(1)

直接金融 ちょくぜつきんゆう(1)

南南問題 なんなんもうだい(1)

ﾊﾞﾌﾞﾙ経済 けざい(1)

付加価値 ふかかっち(1)

不況 ふこう(1)

物価 ふうか(1)

ﾏｰｽﾄﾘﾋﾄ条約 ちょうやく(1)

見えざる手 みえざるてい (1)

ﾓﾉｶﾙﾁｬｰ経済 けざい(1)

預金通貨 ようきんつうか(1)

予算 ようさん(1)

労働委員会 ろうどうぎいんかい(1)

労働基準法 ろうどうきじゅんぽう(1)

労働基本権 ろうどうきほうけん(1)

100% IT革命、売りオペレーション（売りオペ）、外部経済、株式、過労死、間接税、企業、銀行、銀行の銀行、金融、金融の自由化、景気、公害、公共料金、好景
気、高齢社会、国際通貨基金（IMF)、国内総生産（GDP)、財政、私企業、社会資本、社会福祉、自由貿易、自由貿易協定(FTA）、消費、消費支出、消費者、
消費者運動、消費者の権利、消費税、信用創造、税金、生産の集中、政府、争議権、地方財政、地方税、調停、通貨、特別会計、年金、不景気、不当労働
行為、ブレトン・ウッズ協定、流通

90%
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理解度 中国人留学生 日本人学生

1.0以下
ウルグアイ･ラウンドﾞ[0.9]、ファンダメンタルズ[0.9]、フィスカル･ポリシー[0.9]、コーポレート・ガバ
ナンス[1.0]、ペレストロイカ[1.0]、

1.1～1.5
ディスクロージャー[1.1]、ビルトイン・スタビライザー[1.1]、フロー[1.3]、 ポリシー・ミックス[1.3]、コ
ンツェルン[1.4]、バイオテクノロジー[1.4]、リストラクチャリング（リストラ)[1.5]

1.6～2.0
スタグフレーション[1.6]、メセナ[1.6]、四日市ぜんそく[1.8]、クーリング・オフ[1.9]、シャウプ勧告
[1.9]、セーフガード[2.0]、プライス･リーダー[2.0]

ファンダメンタルズ[2.0]

2.1～2.5

カルテル[2.1]、経済のソフト化[2.1]、特別引出権（SRD）[2.1]、イノベーション[2.2]、トラスト[2.3]、ブ
レトン・ウッズ協定[2.3]、ベンチャー･ビジネス[2.3]、コングロマリット[2.4]、マーストリヒト条約[2.4]、
マネー・サプライ[2.4]、グリーンGDP[2.5]

特別引出権（SRD）[2.2]

2.6～3.0

価格の下方硬直性[2.6]、資源ナショナリズム[2.6]、ストック[2.6]、デフレ・スパイラル[2.6]、ドッジ･
ライン[2.6]、傾斜生産方式[2.7]、ケインズ[2.7]、公定歩合[2.7]、公定歩合操作[2.7]、リカード
[2.7]、売りオペレーション（売りオペ）[2.8]、直間比率[2.8]、プラザ合意[2.8]、基軸通貨[2.9]、国民
純福祉(NNW)[3.0]、修正資本主義[3.0]、マルクス[3.0]、モノカルチャー経済[3.0]

ディスクロージャー[2.6]、7か国財務相・中央銀行総裁会議（G7)[2.7]、コングロマリット[2.7]、グ
リーンGDP[2.8]、拡大再生産[2.8]、シャウプ勧告[2.8]、マーストリヒト条約[2.9]、直間比率[2.9]、
セーフガード[2.9]、フィスカル･ポリシー[3.0]、新興工業経済地域（NIES)[3.0]

3.1～3.5

新国際経済秩序（NIEO)[3.1]、製造物責任法（PL法）[3.1]、特例国債[3.1]、累積債務問題[3.1]、預
金準備率操作[3.2]、拡大再生産[3.3]、公正取引委員会[3.3]、不良債権[3.3]、ユーロ[3.3]、労働
三法[3.3]、アダム･スミス[3.4]、国債依存度[3.4]、労働三権[3.4]、買いオペレーション（買いｵﾍﾟ）
[3.5]、公債[3.5]、産業構造の高度化[3.5]、支出国民所得[3.5]、7か国財務相・中央銀行総裁会議
（G7)[3.5]、ニクソン･ショック[3.5]

ニクソン･ショック[3.1]、ポリシー・ミックス[3.1]、ウルグアイ･ラウンド[3.2]、コーポレート・ガバナンス
[3.2]、混合経済[3.2]、日米構造協議[3.2]、企業物価[3.2]、フロー[3.2]、マネー・サプライ[3.2]、ビ
ルトイン・スタビライザー[3.3]、斡旋[3.3]、経常移転収支[3.3]、トラスト[3.3]、支出国民所得[3.4]、
第二の予算[3.4]、リカード[3.4]、ブレトン・ウッズ協定[3.4]、預金準備率操作[3.4]、経済のソフト化
[3.4]、新国際経済秩序（NIEO)[3.4]、分配国民所得[3.4]、メセナ[3.4]、リスト[3.5]、公定歩合操作
[3.5]

3.6～4.0

外部経済[3.6]、間接金融[3.6]、固定相場制[3.6]、新潟水俣病[3.6]、変動相場制[3.6]、保護貿易
[3.6]、混合経済[3.7]、団体交渉権[3.7]、斡旋[3.8]、汚染者負担の原則(PPP)[3.8]、開発援助委員
会（DAC)[3.8]、為替レート[3.8]、経常移転収支[3.8]、財政投融資[3.8]、食糧・農業・農村基本法
[3.8]、新興工業経済地域（NIES)[3.8]、特別会計[3.8]、ニューディール政策[3.8]、容器包装リサイ
クル法[3.8]、労働関係調整法[3.8]、ASEAN自由貿易地域（AFTA)[3.9]、建設国債[3.9]、財閥解体
[3.9]、第二の予算[3.9]、地方債[3.9]、水俣病[3.9]、外部不経済[4.0]、環境基本法[4.0]、経済摩擦
[4.0]、市場占有率[4.0]、所有と経営の分離[4.0]、団体行動権[4.0]、デフレーション（デフレ)[4.0]、
日米構造協議[4.0]、北米自由貿易協定(NAFTA)[4.0]、労働組合法[4.0]

経常収支[3.6]、スタグフレーション[3.6]、ペレストロイカ[3.6]、国民純福祉(NNW)[3.6]、経済主体
[3.7]、特別会計[3.7]、開発援助委員会（DAC)[3.7]、コンツェルン[3.7]、修正資本主義[3.7]、信用
創造[3.8]、ドッジ･ライン[3.8]、累積債務問題[3.8]、カルテル[3.8]、ケインズ[3.8]、国際労働機関
（ILO)[3.8]、市場占有率[3.8]、食糧・農業・農村基本法[3.8]、所得収支[3.8]、消費者物価[3.9]、ス
トック[3.9]、プラザ合意[3.9]、資本収支[3.9]、特例国債[3.9]、関税及び貿易に関する一般協定
（GATT）[3.9]、外部経済[4.0]、国際収支[4.0]、国際通貨基金（IMF)[4.0]、国際通貨基金
（IMF)[4.0]、国連貿易開発会議（UNCTAD)[4.0]、私企業[4.0]、消費者契約法[4.0]、生産国民所得
[4.0]、比較生産費説[4.0]、金融の自由化[4.0]、公定歩合[4.0]、所有と経営の分離[4.0]、生産の
集中[4.0]、マルクス[4.0]、傾斜生産方式[4.0]、産業構造の高度化[4.0]、投資収支[4.0]

4.1～4.5

イタイイタイ病[4.1]、関税及び貿易に関する一般協定（GATT）[4.1]、経済主体[4.1]、国民純生産
(NNP)[4.1]、歳出[4.1]、歳入[4.1]、資本収支[4.1]、社会資本[4.1]、政府開発援助（ODA)[4.1]、団
結権[4.1]、特需[4.1]、貿易摩擦[4.1]、預金通貨[4.1]、リスト[4.1]、育児・介護休業法[4.2]、均衡価
格[4.2]、経済協力開発機構（OECD)[4.2]、消費者契約法[4.2]、労働組合[4.2]、公害対策基本法
[4.3]、国際通貨基金（IMF)[4.3]、国際分業[4.3]、消費者物価[4.3]、分配国民所得[4.3]、企業物価
[4.4]、経常収支[4.4]、国民総所得（GNI)[4.4]、自由貿易協定(FTA）[4.4]、消費者運動[4.4]、仲裁
[4.4]、労働基本権[4.4]、アジア太平洋経済協力会議（APEC)[4.5]、卸売業[4.5]、管理価格[4.5]、
銀行の銀行[4.5]、金融の自由化[4.5]、経済のサービス化[4.5]、国際労働機関（ILO)[4.5]、国富
[4.5]、国連貿易開発会議（UNCTAD)[4.5]、消費者主権[4.5]、生産の集中[4.5]、労働委員会[4.5]、
労働基準法[4.5]

イノベーション[4.1]、建設国債[4.1]、国際分業[4.1]、社会主義市場経済[4.1]、一般会計[4.1]、汚
染者負担の原則(PPP)[4.1]、外部不経済[4.1]、資源ナショナリズム[4.1]、外国為替[4.1]、価格の
下方硬直性[4.1]、財政投融資[4.1]、売りオペレーション（売りオペ）[4.2]、経済のサービス化[4.2]、
公債[4.2]、国際復興開発銀行（世界銀行、IBRED)[4.2]、貿易・サービス収支[4.2]、租税[4.2]、プラ
イス･リーダー[4.2]、管理通貨制度[4.2]、計画経済[4.2]、経済のグローバル化[4.2]、公企業[4.2]、
アジア太平洋経済協力会議（APEC)[4.3]、基軸通貨[4.3]、景気循環[4.3]、公開市場操作[4.3]、直
接金融[4.3]、間接金融[4.3]、小さな政府[4.3]、調停[4.3]、直接投資[4.3]、不良債権[4.3]、買いオ
ペレーション（買いオペ）[4.4]、社会資本[4.4]、知的財産権[4.4]、仲裁[4.4]、南南問題[4.4]、
ニューディール政策[4.4]、ASEAN自由貿易地域（AFTA)[4.4]、経済協力開発機構（OECD)[4.4]、
国民純生産(NNP)[4.4]、消費者運動[4.4]、争議権[4.4]、ベンチャー･ビジネス[4.4]、モノカルチャー
経済[4.4]、M&A（合併・買収）[4.4]、国民皆年金[4.4]、労働委員会[4.4]、環境基本法[4.5]、小売業
[4.5]、有効需要[4.5]、国債依存度[4.5]、金融機関[4.5]、保護貿易[4.5]

4.6～5.0

為替相場[4.6]、管理通貨制度[4.6]、規制緩和[4.6]、クレジット･カード[4.6]、公開市場操作[4.6]、
公共料金[4.6]、国際収支[4.6]、国際復興開発銀行（世界銀行、IBRED)[4.6]、社会保障[4.6]、生産
国民所得[4.6]、直接金融[4.6]、直接投資[4.6]、投資収支[4.6]、南南問題[4.6]、持株会社[4.6]、イ
ンフレーション（インフレ)[4.7]、介護保険[4.7]、介護保険[4.7]、サービス[4.7]、産業の空洞化
[4.7]、消費者基本法[4.7]、争議権[4.7]、調停[4.7]、東南アジア諸国連合（ASEAN)[4.7]、非価格競
争[4.7]、貿易・サービス収支[4.7]、有効需要[4.7]、リサイクル[4.7] 、一般会計[4.8]、環境庁[4.8]、
恐慌[4.8]、主要国首脳会議（サミット）[4.8]、消費者保護基本法[4.8]、石油輸出国機構
（OPEC)[4.8]、外国為替[4.9]、間接税[4.9]、景気循環[4.9]、現金通貨[4.9]、公企業[4.9]、国民皆
年金[4.9]、社会主義市場経済[4.9]、地方財政[4.9]、付加価値[4.9]、赤字国債[5.0]、株主総会
[5.0]、金融市場[5.0]、公的扶助[5.0]、市場[5.0]、社会主義経済[5.0]、社会保障制度[5.0]、第三次
産業[5.0]、第二次産業[5.0]、独占禁止法[5.0]、日本銀行（日銀）[5.0]、農地改革[5.0]、累進課税
制度[5.0]

経済摩擦[4.6]、国民所得(NI)[4.6]、歳出[4.6]、国民総所得（GNI)[4.6]、国民皆保険[4.6]、バイオテ
クノロジー[4.6]、北米自由貿易協定(NAFTA)[4.6]、持株会社[4.6]、寡占[4.7]、管理価格[4.7]、金
融市場[4.7]、歳入[4.7]、自由貿易[4.7]、特需[4.7]、預金通貨[4.7]、労働関係調整法[4.7]、労働三
法[4.7]、卸売業[4.7]、為替レート[4.7]、国富[4.7]、市場価格[4.7]、消費者保護基本法[4.7]、消費
者保護基本法[4.7]、所得の再分配[4.7]、現金通貨[4.7]、自由貿易協定(FTA）[4.7]、消費者基本
法[4.7]、金融政策[4.8]、経済成長率[4.8]、公的扶助[4.8]、商業[4.8]、治安維持法[4.8]、市場の失
敗[4.8]、消費支出[4.8]、労働基準法[4.8]、労働組合法[4.8]、アダム･スミス[4.8]、環境庁[4.8]、恐
慌[4.8]、消費者の権利[4.8]、政府の銀行[4.8]、石油輸出国機構（OPEC)[4.8]、東南アジア諸国連
合（ASEAN)[4.8]、不当労働行為[4.8]、規制緩和[4.9]、供給量[4.9]、公共財[4.9]、国内総生産
（GDP)[4.9]、世界貿易機関(WTO)[4.9]、非価格競争[4.9]、変動相場制[4.9]、変動相場制[4.9]、容
器包装リサイクル法[4.9]、労働基本権[4.9]、大きな政府[4.9]、為替相場[4.9]、銀行の銀行[4.9]、
市場[4.9]、主要国首脳会議（サミット）[4.9]、中央銀行[4.9]、農地改革[4.9]、経済[4.9]、社会保険
[4.9]、政府開発援助（ODA)[4.9]、政府開発援助（ODA)[4.9]、流通[4.9]、社会保障[5.0]、予算
[5.0]、公正取引委員会[5.0]、固定相場制[5.0]、資本[5.0]、消費者主権[5.0]、団結権[5.0]、IT革命
[5.0]、介護保険[5.0]、家計[5.0]、公害対策基本法[5.0]、公衆衛生[5.0]、地方税[5.0]

5.1～5.5

M&A（合併・買収）[5.1]、計画経済[5.1]、景気変動[5.1]、経済[5.1]、公衆衛生[5.1]、租税[5.1]知的
財産権[5.1]、ヨーロッパ共同体（EU)[5.1]、大きな政府[5.2]、寡占[5.2]、金融[5.2]、公共財[5.2]、財
政政策[5.2]、市場価格[5.2]、消費者の権利[5.2]、世界恐慌[5.2]、南北問題[5.2]、利子[5.2]、累進
課税[5.2]、公共事業[5.3]、国民所得(NI)[5.3]、国民皆保険[5.3]、所得の再分配[5.3]、政府の銀行
[5.3]、独占価格[5.3]、発券銀行[5.3]、不景気[5.3]、IT革命[5.4]、家計[5.4]、株式会社[5.4]、供給
量[5.4]、金融政策[5.4]、経済成長[5.4]、IT革命[5.4]、家計[5.4]、株式会社[5.4]、供給量[5.4]、金
融政策[5.4]、経済成長[5.4]、経済成長率[5.4]、高度経済成長[5.4]、国民総生産(GNP)[5.4]、市場
の失敗[5.4]、所得収支[5.4]、多国籍企業[5.4]、男女雇用機会均等法[5.4]、発展途上国[5.4]、不
当労働行為[5.4]、株主[5.5]、好景気[5.5]、市場経済[5.5]、消費[5.5]、消費支出[5.5]、生存権
[5.5]、世界貿易機関(WTO)[5.5]

社会福祉[5.1]、新潟水俣病[5.1]、付加価値[5.1]、貿易摩擦[5.1]、金融[5.1]、公共事業[5.1]、発券
銀行[5.1]、株式[5.1]、資本主義経済[5.1]、社会主義経済[5.1]、見えざる手[5.1]、社会保障制度
[5.1]、育児・介護休業法[5.2]、技術革新[5.2]、景気変動[5.2]、国民総生産(GNP)[5.2]、団体交渉
権[5.2]、、地方債[5.2]、労働三権[5.2]、四日市ぜんそく[5.2]、財政[5.2]、財政政策[5.2]、生産
[5.2]、団体行動権[5.2]、赤字国債[5.3]、イタイイタイ病[5.3]、地方財政[5.3]、中小企業[5.3]、労働
組合[5.3]、大企業[5.3]、デフレ・スパイラル[5.3]、水俣病[5.3]、市場経済[5.3]、世界恐慌[5.3]、バ
ブル経済[5.3]、累進課税制度[5.3]、株価[5.4]、株主総会[5.4]、国債[5.4]、国税[5.4]、財閥解体
[5.4]、産業の空洞化[5.4]、累進課税[5.4]、株主[5.4]、間接税[5.4]、財[5.4]、第二次産業[5.4]、南
北問題[5.4]、ヨーロッパ共同体（EU)[5.4]、貨幣[5.4]、企業[5.4]、経済成長[5.4]、好況[5.4]、公共
料金[5.4]、サービス[5.4]、生存権[5.4]、株式会社[5.5]、消費[5.5]、多国籍企業[5.5]、独占[5.5]、
政府[5.5]、需要量[5.5]、日本銀行（日銀）[5.5]

5.6～6.0

独占[5.6]、インターネット[5.6]、技術革新[5.6]、経済のグローバル化[5.6]、小売業[5.6]、私企業
[5.6]、資本[5.6]、資本主義経済[5.6]、商業[5.6]、地方税[5.6]、賃金[5.6]、見えざる手[5.6]、ヨー
ロッパ連合(EU)[5.6]、外国人労働者[5.7]、株価[5.7]、財[5.7]、社会保険[5.7]、終身雇用制[5.7]、
自由貿易[5.7]、中央銀行[5.7]、直接税[5.7]、株式[5.8]、供給[5.8]、金融機関[5.8]、国内総生産
（GDP)[5.8]、財政[5.8]、産業革命[5.8]、石油危機[5.8]、中小企業[5.8]、利潤[5.8]、価格[5.9]、企
業[5.9]、生産[5.9]、小さな政府[5.9]、年金[5.9]、不況[5.9]、予算[5.9]、流通[5.9]、景気[6.0]、公害
[6.0]、高齢社会[6.0]、国債[6.0]、国税[6.0]、社会福祉[6.0]、需要[6.0]、需要量[6.0]、消費税[6.0]、
税金[6.0]

インフレーション（インフレ)[5.6]、景気[5.6]、外国人労働者[5.6]、製造物責任法（PL法）[5.6]、賃金
[5.6]、独占価格[5.6]、ユーロ[5.6]、リストラクチャリングﾞ（リストラ)[5.6]、産業革命[5.6]、産業革命
[5.6]、デフレーション（デフレ)[5.6]円高[5.7]、所得税[5.7]、独占禁止法[5.7]、供給[5.7]、男女雇用
機会均等法[5.7]、利子[5.7]、利潤[5.7]、クレジット･カード[5.7]、石油危機[5.7]、直接税[5.7]、貯蓄
[5.7]、不況[5.7]、不景気[5.7]、ヨーロッパ連合(EU)[5.7]、円安[5.8]、終身雇用制[5.8]、所得[5.8]、
年金[5.8]、消費税[5.8]、リサイクル[5.8]、均衡価格[5.9]、高齢社会[5.9]、インターネット[5.9]、イン
ターネット[5.9],好景気[5.9]、高度経済成長[5.9]、第三次産業[5.9]、物価[5.9]、価格[6.0]、通貨
[6.0],発展途上国[6.0]

6.1～6.5
好況[6.1]、通貨[6.1]、バブル経済[6.1]、政府[6.2]、大企業[6.2]、貯蓄[6.2]、消費者[6.3]、物価
[6.3]、所得税[6.4]、円高[6.5]、円安[6.5]、銀行[6.5]、少子高齢社会[6.5]

公害[6.1]、少子高齢社会[6.1]、消費者[6.1]、税金[6.1]、銀行[6.2]、需要[6.2]、クーリング・オフ
[6.3]、過労死[6.3]

6.6以上 貨幣[6.6]、過労死[6.6]、所得[6.6]

【資料-３】理解度【資料―３】　理解度


